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平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

研究課題：持続可能な広域医療情報連携ネットワークシステムの構築に関する研究 

（課題番号：H 26-医療-指定-036） 

第 1回班会議 講演会録 

 

日時：平成 26 年 7月 11 日（金）18：00－20：00 

場所：ホテルメトロポリタン盛岡 ニューウィング 

出席：小川、岩動、鈴木、武藤、佐藤、長谷川、伊藤、湊、赤坂、小山、（敬称略）その他 

 

開会の挨拶 

小川 

この研究班も厚生労働科学研究として発災直

後からスタートして、平成 26 年度も継続をする

ことになりました。元来、被災をした岩手県にお

いて、広い県土を持ってそして過疎地を背景にし

ている本県の中で、医師が不足している中、被災

地まで片道 3時間、移動のために 1日に 6時間の

時間を費やしているということでは、到底岩手県

の医療復興は望めないだろう、ということで、県

の復興計画の中に ICT、そして遠隔医療を用いた

将来像を描いたわけでございます。そういう中で、

いまだに十分に遠隔医療のシステムが完成して

いるわけではございませんで、これをさらに急が

せなければならないということでございますけ

れども、今日は非常に興味のある観点で班会議が

開催されます。2025 年に向けまして、地域医療

介護総合確保法ということで、医療、介護のブラ

ンドデザインの議論が、社会保障制度改革の国民

会議の中で議論されてきたわけであります。その

中で、2025 年と言いますと、今度はさらに過疎

が進んでいく、岩手県の中でも当然のことながら

医療のニーズがこれからどんどん増えていくと

いうことではないわけでございます。その中で本

学といたしましては、総合移転整備計画、そして

本学創立 120 周年に向けて新病院を今、設計中で

ありまして、平成 31 年には新病院がスタートす

るというようなタイムスケジュールになってい

るわけでございます。そういう中で、岩手県のデ

ータ等々を十分に解析していただいている鈴木

先生、「データから見た地域経営戦略」という、

非常に時を得た、これからの岩手医大の医療、あ

るいは岩手県の医療がどうあるべきかというこ

とを人口の問題も含めてお話をいただくことに

なっておりますし、それから後半では、国際医療

福祉大学の武藤先生に、「2025 年へのロードマッ

プ」ということで、国が現在進めている地域医療

ビジョン、この内容につきましてお話をいただく

わけでございまして、そういう意味ではちょっと

遠隔医療と離れるかもしれませんけれども、非常

にその広い視野に立ったお話をおうかがいでき

るのではないかと思っております。今日のお話を

おうかがいして、そしてさらに岩手県の将来の医

療ビジョン、これを確実にしていくためにご努力

をしていっていただきたい、と思っております。 

岩動 

特別講演 1、鈴木紀秀先生のご講演を拝聴した

いと思います。先生のご略歴を簡単にご紹介申し

上げます。有限責任監査法人トーマツのマネージ

ャーでいらっしゃいまして、1995 年の 3月に千葉

大学の大学院教育学研究科の健康教育学専攻を修

了いたしました。その後、1995 年に亀田総合病院

に入職、関連医療コンサルティング会社において

リアル GPPS の調査研究にあたっていらっしゃい

ます。2002 年から、情報通信系のコンサルティン

グ会社において、地域活性化健康医療情報システ

ムに関わるコンサルティングに従事していらっし

ゃいます。2008 年から、千葉大学大学院の看護学

研究科看護システム管理専攻特別 GP プログラム

の特別講師を 2013 年までしていらっしゃいます。
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昨年よりトーマツでパブリックセクター部のヘル

スポリシー＆ストラテジーのマネージャーをして

いらっしゃいます。専門領域は、健康医療情報シ

ステム、ヘルスケア領域の産業振興、地域活性化

健康医療政策など、多岐にわたっていらっしゃい

ます。それでは、先生どうぞよろしくお願いいた

します。 

特別講演 1 

『データから見た地域経営戦略  

～医療を中心に～ 』 

有限責任監査法人トーマツ パブリック  

セクター部 ヘルスポリシー＆ストラテ  

ジーマネージャー    鈴木 紀秀 先生 

トーマツの鈴木と申します。もともとは教育学

部出身であったのですが、健康教育という名前が

ありましたように、公衆衛生とか予防を学生時代

に専攻しておりまして、HIV の予防の prevention

のプログラムを作ったり、そういう勉強をしてい

ました。それから、亀田総合病院に、足かけ関連

会社を含めて 10 年弱くらいおりまして、それから

情報通信系のコンサルティング会社に移って、現

状に至るという形になっております。 

今日私がお伝えする視点として、現状ですと、

コンサルタントという仕事をしておりますので、

例えば、自治体様の保健医療計画の策定のお手伝

い、国の医療連携を中心とした IT の政策が行われ

ておりますので、その支援をさせていただいてい

るというのは、一つのコンサルタントとしての立

場と言いますか、目線のところです。もう一つは、

今回お話しするところで、私も地方の病院に従事

をしていて、今でもそういう強い思いは持ってい

るのですが。実は医療の、病院の位置づけという

のは患者様から見ると、いつでも安心して病院に

かかれるというのは非常に重要ですけれども、住

民ですとか、あるいは医療従事者の立場からする

と、病院がちゃんと経営が回っていて、ちゃんと

お給料をもらえる、ご飯を食べられる、というの

は非常に重要かなと思いまして。そのためにどう

いうことをしていけばいいのか、ということを

元々の経験もあるのですが、常に考えているとこ

ろであります。そういった意味で、元の医療従事

者ということと、それからコンサルタント、あと

当然、住民としての視点というのもございますの

で、そういう視点から岩手県様の医療の目指す方

向性もこういうふうになったらいいのではないか、

ということについてお話をさせていただいて、先

生方のご議論の一つの、ディスカッションのポイ

ントとしてお役立ていただければ幸いかと思いま

す。 

本日お伝えしたいことですが、大きく 4つほど

ございます。一つ目が、学長先生からもご指摘が

ございましたが、人口減少というキーワードでご

ざいます。これは岩手県様に限らず、日本全国各

地で実は問題になっているところで、避けられな

い未来、こういう前提があります。それがどうい

うことで医療にインパクトを与えるか、というこ

とが 1点目でございます。次に 2点目ですが、人

口減少した時に、当然、病院の経営の立場からし

ますと、患者様が減るわけですので、そういう中

でどういうふうに経営を維持して従業員たちを食

べさせていくのかということと、もう一つは地方

に行きますと、医療機関を取り巻く取引ですとか、

当然職員の数が増えますと、そのための生活の産

業という、実は地元の生活産業の基盤になってい

るというところは、特に地方ではございますので、

そこについてどういうふうに考えるのか、という

のが二つ目です。それから三番目ですが、“医療機

関にとっての市場の創出”という書き方をさせて

いただいてます。ここは医療機関の世界の中では、

いわゆる営業ですとか新規開拓といったような言

葉はなかなかなじみにくいところですが、企業と

して見た場合には新しい患者様をいかに発掘する

のか、新しいサービスをどうやって作っていくの

か、というのは非常に重要な視点かなと思います

ので、どんなことができるんだろうかということ

をお伝えしたいと思います。それから、それを踏

まえて、今後どういう医療の姿になるべきなのか

という視点を述べさせていただきたいと思います。 
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まず一番初めに、ここは先生方ご案内のとおり、

県内、医療供給は量・質ともに不足しており、当

然、震災の爪あとが残られているというところが

ございます。 

二つ目でございますが、これについては岩手県

様の方で保健医療計画ですとか、医療再生計画の

中ですでに取り組みを行われているというところ

が一つあるかなと思います。次に、いわゆる目の

前に顕在化している課題ですけれども、今日お伝

えしたいポイントは中長期的な課題ということで、

人口減少ということが騒がれているのですが、そ

うするとどうなるのかということです。これは一

般的にあります、シミュレーションツールがあり

ますけれども、それに基づいて二次医療圏別の人

口動態について簡単にシミュレーションしたもの

です。これをご覧いただくとおわかりになります

ように、特に沿岸部のところ、赤字で示している

ところが非常に人口の減少の度合いが多いという

ことでございます。さらに 2040 年になると、盛岡

医療圏をすぎるとほぼ真っ赤になるという状況が

あるということです。次に、人口減少すると同時

に、医療需要がどうなるのか、ということでござ

います。ここは人口の比率に対して需要率を掛け

合わせた形の、患者様がどういった形で出るのか、

ということを簡単に推計してございます。現状と

しましてはあまり大きく変わらないのですが、

2025 年になりますと、沿岸部で非常に減ってくる

ということになります。さらに 2040 年になります

と、ほぼ盛岡の医療圏を除いては医療需要が減る、

すなわち現行の法制度等が変わらない限りは、非

常に患者様が減るということです。次に、お示し

しているグラフですけれども、先ほどは医療機関

のお客様である患者様が今後どうなるかというこ

とをお伝えしたのですが、もう一つの論点として

は、将来のいわゆる医療人材になるドクターです

とか、看護師さん、コメディカルの方々になられ

る若年の人口がどうなるのか、ということです。

これは下にありますように、国立社会保障問題研

究所の数字からですね、現状の人口から医療従事

者になっている割合をベースにして簡単に推計を

しています。そうしますと、ご覧いただけますよ

うに、医療従事者の候補である若年人口も減ると

いうことです。ここの一番大きい背景ということ

なのですが、これは元岩手県知事の増田知事が国

の方で先ごろ発表されていて、消滅可能性都市と

いうことでセンセーショナルにマスコミ等で報道

されていますけれども、人口減少の一番のキーは、

人口の再生産力という言い方をしていますけれど

も、若年女性が減っていること、あるいは少ない

ことが一番のキーだとおっしゃっています。その

結果、政策としては若年女性の流出を引き留める、

あるいは若年女性が住みたい街を作るということ

が大事だという提言がなされています。実際に見

てみますと、北東北 3県、岩手、秋田、あとは山

形もそうですが、青森というところは非常に減り

具合が多い地域になっているというところです。

同様に西日本で減り具合が多いのは、島根です。

こういう位置のところが非常に大きく減るという

ことです。以上の形を簡単にまとめますとどうな

るのかということを、時系列的に整理をしていま

す。人口については、先ほどのものを整理します

と、毎年だいたい 5％ずつ減って、2040 年につい

ては 25.9％の減、それから医療スタッフのベース

になる若年の人口ですが、40％減る。それから、

医療需要については一番始めが 2020 年になって

いますので、今からだいたい 5年後くらいですけ

れども、当然高齢化しますので、短期的には患者

様は増加します。ただ、その後、人口減少のスピ

ードが定まって患者様も減るという構造になって

います。そのインパクトとして大きく三つあるか

なと考えています。一つは人口減少によって患者

様が減るということが一つ、それから二つ目は医

療スタッフのなり手である若年人口が減りますの

で、医療スタッフの供給というのもおそらく減少

傾向になるということです。最後に、医療需要が

減りますと、医療機関にとってのマーケットも当

然小さくなりますので、結果的に経営が困難にな

るということが大きな課題になると考えています。 
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次に、以上の外部環境の変化といいますか、県

の動向を踏まえて、どういった対応を医療機関は

すべきなのかということを簡単に整理させていた

だきます。ここのところは、先ほど冒頭、お伝え

させていただいたのですが、一般に医療という言

い方をした場合に、社会保障としての側面を非常

に強調していますので、各地域にいる患者様に対

して安定的に安価なサービスをどうやって提供す

るのかということが、非常に重要なミッションで

あるのは事実です。一方、医療機関の性格として、

ここはもともと私が医療機関に勤めていた、民間

の病院にいた経験から強く感じるのかもしれませ

んが、医療機関というのは地方の地域社会にとっ

て非常に重要な産業になっていると感じています。

具体的には、当然、労働集約産業でございますの

で、職員を雇うことによって地域の雇用を確保し

て、地域経済の核になるということもございます

し、それから衛生材料、機器、情報システム、そ

れから建築ということで、医療経営には様々な事

業者、周辺産業が関わってきますので、その取引、

消費ということで経済にも影響してきますので、

地域経済を維持する、あるいは経済規模を確保す

るという点では医療機関の経営をいかに維持して

いくのかということは非常に重要な論点であると

思っています。先ほどの課題ということを簡単に

再掲させていただいていますけれども、一番根っ

こにあるのは人口減少だということと、それに伴

って患者様が減ります。それから 2点目が医療ス

タッフ等のなり手が減るということ、その結果、

たぶん経営の維持が困難になるでしょう、現状の

ままでは難しいでしょう、ということがお伝えし

たいことのポイントです。以上を踏まえて、どう

いう論点について考えていくべきなのかをこの表

で簡単に整理させていただいております。一番上

側のところでございますが、当然、マーケットと

言いますか患者様が減ってきますので、まず今の

医療機関の中でも医療連携という形でやっていま

すけれども、どういう医療圏、既存の診療圏だけ

でよいのか、あるいは隣接の地域にも拡大すべき

なのか、ということを考えるということで、経営

学の用語では市場の拡大と言い方をしますけれど

も、まずどういった形での拡大を図るかというこ

とでございます。それから、患者様が特に高齢化

することによって疾病構造等が変わりますし、保

健医療計画の中でも現状ですと、5 疾病 5 事業と

いう形で主要な疾患が挙げられておりますので、

その中で当然スタッフも限られておりますので、

どういう疾患、患者様を対象にしたサービスを提

供していくのか、市場の細分化と書きましたけど

も、ある程度、対象とするエリアを広げつつサー

ビスあるいは対象とする患者様を絞り込むという

ことが重要になるのかなと思います。その背景に

あることとして、医療人材の供給の減少というこ

と、あと患者様が減るという本質的な課題がござ

います。医療人材の供給の減少については、現状

でも高等教育がご案内のとおり供給過剰になって

おりますし、どこの自治体様でも医療スタッフの

確保というのはご苦労されていますので、単純に

よそから連れて来れば大丈夫だろうということに

はなかなかいかない面もありますので、ここは中

長期的に将来の学生をどうやって育てていくのか

ということを検討することが必要なのかなと思っ

ています。それから医療需要の縮小ということで

ございますが、医療機関の顧客である患者様につ

いては、当然減るわけです。そこは変えられない

未来でございますので、そういう中でどうしてい

くのかということですが。一つの発想として、将

来の患者様を育てる。例えば、アメリカですと高

齢者のシニアタウン等を作って、その脇に医療施

設を確保することで医療機関の需要を確保すると

いう取り組みがありますので、中長期的に本質的

な課題ついては、医療機関の経営という観点から

ですけれども、担い手である学生さんを育てると

いうことと患者様を育てるということが重要なこ

とかと思っています。そして、各論でございます

が、まず医療機関の経営の維持ということで、先

ほどキーワードとして市場の細分化と拡大という

ものを挙げさせていただいております。細分化と
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いうのは、いわゆる医療連携体制の話に帰着する

のかなと思いますけれども、当然、医療機関の資

源等がありますので、地域のマーケットの状況を

見て、どういう患者様に対して、急性期、慢性期、

それから在宅という病期の観点から見て、どうい

う役割を担うのかということを選択するのかが一

つかと思います。それから二つ目ですが、市場の

拡大ということで、診療圏の広域化という形で書

いてあります。ここはなかなか一般の病院様から

しますと、なじみにくい概念なのかなと思うので

すが。今までに来ていただいてない患者様に、新

たに来ていただくという発想です。そのポイント

として三つ挙げております。一つは、患者様が病

院に来ない理由で、アクセスが悪いということで

す。遠いと当然、移動が大変になりますので、ア

クセスをどうやって改善するのか。それから、ブ

ランド力の向上ということですけれども、ここは

病院さんの特徴的な治療方法であったり、あるい

はきれいな病室であったり様々あると思うのです

けれども、こういう医療を提供していて、こうい

うメリットがあるのでぜひ来てくださいというこ

とをあまねく対象に周知をする、情報発信をする

ということかと思います。それから三番目ですが、

単一の病院ではなく地域のブランド化というキー

ワードを挙げております。これは、後ほど韓国の

ケースを紹介しておりますが、韓国の釜山という

南部の街で、以前私も個人的な旅行で行ったこと

がありますけれども、あそこには商店街と同じよ

うな形で美容クリニック、日本風に言いますとメ

ディカルモールがあります。そこのエージェント

と言いますか、窓口代理店のようなものが街中に

ありますので、単一の病院様が競うのではなくて、

例えば盛岡市の各病院様が連携した形で盛岡、あ

るいは岩手の医療を売っていくという発想が求め

られるのかなと思っています。 

ここでは、いきなり DPC のデータ分析の結果が

出ておりますが、これはなぜこういうものをお出

ししているのかということで、上のメッセージの

ところでお伝えしておりますけれども。先ほどの

話の中では、どういう患者様に治療を、医療サー

ビスを届けるのかということを議論するときに、

まず押さえなければいけないことが、現状の状態

がどうなのかということ、そのために DPC のデー

タというものが非常に日本の中では良いツールに

なっております。これは DPC を算定している市内

の病院様のデータをベースに、うちの内部で同僚

に手伝ってもらって整理をした公表データがあり

ます。それでこれだけのことがわかります。こう

いったものを見て、増加傾向が、どこの診療科が

増えているのか、少ないところはどこなのか、と

いうことを見て、どこの診療科を伸ばしていくの

かという機能集約、再編ということをすることが

重要だと思っています。 

そして、ここは一般的に医療機関の経営戦略の

時に出てくる、われわれポジショニングフレーム

と呼んでおりますけれども、ここでお伝えしたい

ことは、医療機関の特徴というものを作っていく

ことが、先ほど DPC の話からも出てきましたが、

大事だということでございます。真ん中のところ

で、差異集中化と書いてありますけれども、簡単

な例えで言いますと、真ん中のところは個人でや

っている定食屋さんのようなものをイメージして

いただければわかりやすいと思うのですけれども、

とりあえずひととおりのものについてどんなメニ

ューでも出せるんですけれども、これと言って特

徴がない。集中化というものは、例えば、お寿司

ですとか、一つのメニューに基づいて特化した形

で提供していく。それから、右側の方で差異化と

書いてございますけれども、ここは例えば家庭料

理ですとか、そういった形で幅広く、特に高いわ

けではないのですが、低価格帯でファミリーレス

トランのようにいろんなものをお出しできる、と

いうことを進めている。コストリーダーシップと

いうところは、この両方の特徴を兼ね備えた総合

的なレストラン、病院様で言うと総合病院という

ようなイメージになるのかと思うのですけれども。

そういった形で、自院が特徴を出してどう進めて

いくのかということが重要かと思います。 
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そして、医療情報連携ネットワークというもの

をここで挙げさせていただいております。先ほど

のところで経営戦略の中で医療連携を進めていく

ことが大事だということをお伝えしています。実

際には、それをうまく機能させるためには、こう

いった医療情報連携ネットワークという、ここに

定義を簡単に書いていますけれども、地域全体を

あたかも一つの医療機関として機能させるための

情報通信ネットワークというものを作っていくこ

とが必要だと思います。先ほどの医療情報連携ネ

ットワークですけれども、実は言葉で言うのは簡

単ですけれども、きちっとした効果の出るものを

作っていくためには、やはり手続きがあるという

ことです。先生方、たぶんご経験があると思うん

ですけれども、院内で電子カルテを導入するとき

には、1、2年くらいの準備期間がかかります。そ

れと同じように、医療情報連携ネットワークにつ

いてもその導入を先生、各病院様にとって使い勝

手の良いもの、かつ効果があるものを導入するた

めには、いろんなことを検討する必要があるとい

うことでございます。一つ目は組織をどうするの

か、それから各病院の院長の先生方に入っていた

だいた形で組織体を作る必要がありますのでその

選定、どういった手順で決めるのか。それから四

番目ですが、これは国の中でも非常に問題になっ

てはいるのですが、どういうことを目的としてネ

ットワークを導入するのか、というのが四番目で

す。それから五番目、この中でよくお話が出ると

ころは、各病院様の費用負担をどうしていくのか

ということが課題としては出てくると思います。

それから六番目ということで、業務を担うところ

をどこにされるのか、あるいは活動計画、特に重

要なところは事業計画というところかなと思って

います。具体的な取り決めの内容ですが、ここは

私どもでこういうご相談をするときに使っている

ときに、こういう点について決めなければいけな

いということを簡単に挙げさせていただいており

ますけれども、ご覧いただいているように、結構

決めることが多いものだということでございます。 

そして、ここですが IHN のお話を挙げています。

先ほどのように、医療情報連携ネットワークを導

入するということが今後、もう既に岩手県様でも

取り組まれているわけですが、今、国の中で言わ

れている最終的なイメージということで、武藤先

生の方から詳しいお話をいただけるかと思います

すけれども、日本版 IHN ということで各医療連携

ネットワークに参加されてる病院様の経営統合、

あるいはわかりやすいところですと、管理業務の

部分ですとか、あとは各種資材等の共同購入です

とか、医療情報連携ネットワークをはじめとした

情報システムを共同化、共有化という言い方をし

ますが、シェアすることによって費用負担を下げ

ていくということが今後求められていくだろうと

思います。 

市場の拡大というところについて、まず、先ほ

どお伝えした診療圏の広域化のために患者様の交

通アクセスをどうやって改善するのかということ

で、事例を二つほど挙げさせていただいておりま

す。左側は滋賀医科大様のケースですけれども、

病院様の目の前に各バスを乗り込んでいただくと

いうことが一番わかりやすいケースなのかなと思

います。特に、病院の経営の観点ということから

しますと、バスの中に各病院様のお名前がちゃん

と出てきますので、ある意味、バスが走る広告塔

になっていただくという方法が重要なことなのか

なあと思います。それから次に、右側のところで

駅への再来受付機の設置というものを挙げており

ます。ここは特に、地方の病院様で親和性が高い

と言いますか、なるほどなあと思うんですけれど

も。会津鉄道というところで、福島県の会津若松

から奥の方に出ている、元第三セクターの鉄道で

す。そこには、一番はじに南会津の方に、会津田

島という駅があります。そこから、会津圏の中核

病院がある会津若松市まで電車で大体 1時間くら

いかかります。これはたぶん会津田島の駅だと思

いますが、その会津田島の駅に再来受付機が設置

をされています。したがって、患者様ですと病院

に行く前に駅で再来受付をして、情報システムで
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病院と全部つながっていますので診療の予約処理

等が全部された形で、患者様が、まあ大体 1時間

くらいかけて会津若松まで移動されて、すぐ病院

に行かれて待ち時間を減らして診療を受けること

ができるという仕組みです。それから、これがい

きなりモデル図的なものが書いてありますけれど

も、患者様のアクセスの改善で重要なポイントで

すが、先ほどは交通アクセスということ、物理的

なアクセスについてお示しをしていますが、もう

一つは情報のアクセスを改善するという観点があ

るのかなと思います。ここはまさに遠隔医療の中

味にもなってきているものです。 

これはアメリカのクリーブランドクリニックの

情報システムの概念図をお示ししています。右側

の方にお示しをしているのが、いわゆる患者様向

けのサービスです。一番わかりやすいものですと、

『My Chart』というもので、これは患者様の健康

記録ですとか過去の診療結果ですね、いわゆる日

本で言うところの電子カルテの閲覧機能というも

のです。それから、リマインダーということで、

これは薬等のリマインダー、それから診療予約の

機能を持っているということです。下にあります

ところが、遠隔診断支援システムということで、

いわゆる D to P の遠隔診察ができるという機能

です。日本ですと、ここはちょっと法的規制があ

りますのでいろいろ課題がありますが、そういっ

たサービスがあります。それからセカンドオピニ

オンを行うサービスですとか、退院された患者様

のフォローアップのためにご自宅で、『My 

Monitoring』というものですけれども、患者様が

どういう状況なのかということを入力して、それ

を主治医の先生が病院からご覧になって療養の指

示をするといった患者様向けのサービスが提供さ

れています。 

そして、次に、先ほどまでがアクセスの改善と

いうところだったのですが、ここでお示しをして

いるところが病院のブランディングですとか、病

院の情報発信をいかにしていくのかという事例を

二つお示しています。左側でございますが、フィ

ルムコミッションという、たぶん聞き慣れない言

葉があります。これは何かと言いますと、特に自

治体様等で街を売る時に使っている言葉ですけれ

ども。例えば、街の中で病院様ですとか古い歴史

のある建物があると、それはテレビのロケーショ

ンの場所として使われるわけです。例えば、病院

の場合ですと、千葉県にある日本医大の印旛病院

さんがよく出てくるわけです。そういった形でマ

スコミのロケーションのフィールドとして病院を

使ってもらうことによって、病院の知名度を高め

ていくという戦略が左側の戦略でございます。次

に右側でございますが、医療観光案内センターに

よる地域ブランディングということでございます。

これは先ほど、冒頭に挙げさせていただいており

ますが、ここは韓国の釜山のケースです。韓国は

ご案内のとおり、国全体でメディカルツーリズム

に注力をされていて、特に理容医療等の、日本で

言います自由診療の世界の部分が多くございます

ので、そういった診療所等が集積しています、日

本で言いますと商店街のように診療所等がある地

域、あるいは病院がある地域というところがあり

ますので、それを単体の医療機関だけで情報発信

ですとか営業をするということではなくて、地域

全体としてそういう医療サービスを売るための代

理店と言いますか、旅行代理店のような機能にな

ってくると思うんですけれども、そういう機能を

設置して患者様が医療機関にアクセスしやすいよ

うにするということと情報発信を同時に行ってい

くということでございます。同様の機能が韓国で

すと、空港の中ですね、インチョンですとか、そ

れから釜山の空港のですけれども、中にカウンタ

ーがありますので外部から来ていただいた患者様

がすぐ医療サービスを受けられるということがご

ざいます。 

そして、三番目の論点でございますが、『医療機

関にとっての市場創出』ということでございます。

端的に申し上げますと、市場を創出するというこ

とで、二つ、ここではご紹介をさせていただいて
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おります。一つは移住推進ということ、それから

右側の方は子育ての支援という二つでざいます。 

まず、移住というのは何なのかということです

けれども、他の地域から移り住んでもらうという

まさにそのままです。その課題認識としては、こ

れは自治体様にアンケートをとったものですけれ

ども、過疎の地域ということで人口減少の起きた

地域では非常に、人口を増やすということで移住

定住のニーズが高いということと、同時に医療の

ニーズが高いということでございます。この移住

定住ですが、以前私も北海道で同種の仕事をして

いていたことがありますけれども、当然、地域の

議会の方から問題が出てきます。どういうことか

と言いますと、高齢者をいっぱい連れてきて医療

費がかかって、結局、赤になるのではないかとい

うお話があります。そこで何をしたかと言います

と、某大学にお願いをして、経済連関分析をして

どうなるかというシミュレーションをしています。

そのようなシミュレーションをした、各県がした

ものをここで挙げていますけれども、重要なポイ

ントは、ここはあくまで推計の世界ですけれども、

高齢者等を都会から誘致した場合には、医療費等

の公的負担よりも、生活、例えば家を買うとか観

光をする、それから食事をするといった、それ以

外の経済波及効果の方が大きいということが言わ

れております。具体的に取り組みの状況はどうな

のかということで、岩手県の方でもお調べをした

のですが、既に遠野市の方でお取り組みをされて

いて、ここに移住者数ということで書いてありま

すけれども、これが平成 23 年くらいの数字だと思

うんですけれども、大体 48 人の方ということで、

人が増えているということでございます。こうい

う取り組みを県内全体でやっていくというのが非

常に重要なことかと思います。そして、移住の成

功例ということで、10 年くらい前にこの仕事をし

ていたのですけれども、「伊達ウェルシーランド構

想」という仕事を北海道の伊達市というちょうど

室蘭の左、西側になるところですけれども、そこ

で高齢者対応の街づくりの仕事をしていました。

その結果、何が起きたかと言いますと、全都道府

県から 2千人以上になったみたいですけれども、

3.6 万人の街に移住を実現して、その波及効果と

して、もともとですね、そこですと 500 床くらい

の日赤病院さんがあられたり介護施設がありまし

たが、その機能追加、新設といった形で需要が増

えたというケースでございます。 

そして、子育て支援のケースですが、ここは千

葉県の流山というところで基本的には都市部です

が、千葉の中では比較的、スポット的に若干、千

葉の都市の中の田舎みたいな土地でございます。

ここでは、一つのポイントは駅に隣接した形で、

最近首都圏等では増えていますけれども、駅隣接

型の保育所を設置しているということが一つござ

います。それから重要なポイントが、下のところ

に、「父になるなら流山市」、「母になるなら流山市」

と書いてありますけれども、共働きの子育ての世

代に向かってこういう情報発信をして、かつ駅前

の子育て支援のサービスを加えることによって、

これを見ますと人口が 1万人増えているという形

になっています。たぶん同様なことについては、

盛岡の市内等については、当然、都市でございま

すので、キャッチフレーズとしては、「父になるな

ら盛岡市」、「母になるなら盛岡市」、といった形で、

周りの人口、特に共働き世代等を増やしていくと

いうことが一つ、アイデアとしてはあるのかなと

思っています。 

ここで最後でございますが、『今後の目指すべき

姿』ということで、簡単に 1枚絵で整理をしてご

ざいます。ここの枠が、いわゆる医療連携だとい

うふうにお考えください。一つ一つは今、県の中

でも二次医療圏単位で、いわゆる包括ケアの形で

医療連携体制を整備されています。それと同じよ

うに、都市型の盛岡市等を中心とした形で県内の

中核の病院様等がありますので、そこをまず医療

連携ネットワークでつないだ形で全県全体の医療

供給体制を作るというのが、まず初めに必要なこ

とと思います。次に、ここに中長期的な需要の創

出ということで、先ほどの移住定住の促進ですと
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か、高齢者・子育て世代にやさしい街づくりをす

ることによって人口をここに全部集めていくとい

うことでございます。こういった取り組みをして

いきますと、当然、県全体での医療サービスの機

能が高まっていきますので、それがある程度でき

た段階で、例えば北海道の南部あるいは東京を含

めた関東圏域、それから近隣の秋田、東北という

ところから、当然ニーズの隙間ということもある

のですけれども、岩手に来ていただける一般の

方々、それから患者様というものを取り込むとい

う政策を同時並行することによって県の医療供給

体制を維持するのと同時に、患者様等を含めた将

来的な需要の創出を街づくりとともに行っていく

ということが、今後求められるのではないかとい

うふうに考えております。 

それでは、こちらで終わりにさせていただきた

いと思います。 

岩動 

人口減少という現実、それからそれによって医

療機関がどのように変化したらよいか、さらには

市場の創出、今後の目指すべき姿、そういうこと

についてお話をいただきました。ご質問、あるい

はご意見がありましたらお願いをいたします。 

小川 

国のいろんな試算があるのですが、高齢化がさ

らに進んでいくのだから医療需要は増えていくと

いうことを言っている人もいるんだけれども、先

生のお話だと、ちょっとは増えるけれどもいずれ

人口減少によって医療ニーズは減っていくという

試算をされているんですね。そのへんはどうお考

えでしょうか。 

鈴木 

まず初めにお断りをしておくべきところですけ

れども、今の推計の数字ですが、現在の受療率を

もとにして、当然、推計をしていますので、疾病

構造等、あるいは医療技術等の変化でそこは、当

然、変わってまいりますので、そこは変わらない

ということが前提かなあと思います。ただ、細分

化をしていきますと、高齢者が増えるということ

については、まず間違いなく大きくなるところは、

いわゆる在宅とか慢性期等の患者様というところ

ですので、あとは医療と介護の一体化の動きにつ

いてもありますので、そこを制度上、医療として

見るのか、介護として見るのかというところは議

論があるところかと思っています。 

岩動 

今、医療と介護の連携というお話がありました

けれども、最近は、”not cure, but care”という

ようなキーワードでお話が進んでいますけれども、

医療はあまり治そうとしないで、care に行ったら

いいじゃないかという意見もございます。 

小山 

特別講演 2に入らせていただきます。 

『2025 年へのロードマップ 

～医療介護総合確保法と地域医療ビジョン～』 

国際医療福祉大学大学院 教授 

参議院厚生労働委員会調査室客員調査員 

武藤 正樹 先生 

岩動 

武藤先生は、1949 年の川崎市のお生まれでいら

っしゃいまして、1974 年に新潟大学の医学部をご

卒業になっていらっしゃいます。その後、国立横

浜病院在籍中の 1986 年から 1988 年までニューヨ

ーク州立大学の家庭医療学科に留学なさっていら

っしゃいます。厚生省関東信越地方医療局指導課

長、それから国立長野病院副院長等を経て、2006

年より国際医療福祉大学の三田病院副院長、国際

医療福祉総合研究所長、それから同大学の大学院

教授等を経まして、2011 年度より株式会社医療福

祉総合研究所の代表取締役社長、これは兼務でい

らっしゃいますが、こういうことを経まして 2014

年 4月から国際医療福祉大学大学院教授、参議院

厚生労働委員会調査室客員調査員でいらっしゃい

ます。それから、所属学会、研究会などは多数あ

りますが、日本医療マネージメント学会の副理事

長、等多数でいらっしゃいます。また、多くの政

府の委員などをお務めになっておりますが、また

著書も多数あります。 
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先生、どうぞよろしくお願いいたします。 

武藤 

国際医療福祉大学大学院の武藤と申します。

「2025 年へのロードマップ」ということで、主に

今回、6月 18 日に国会を通りました医療介護総合

確保法、その中でも地域医療ビジョンとか報告制

度とか、もろもろとにかく 19 本の法律をバッケー

ジでもってやったものですから、非常に膨大です

けれどもそのお話が中心になると思います。 

せっかくの機会ですので、私どもの国際医療福

祉大学が何をやっているのかをお話しますと、本

校が栃木の大田原というところにありまして、そ

こで薬剤師さんとか看護師さんとか医療専門職を

養成する大学・大学院を持っておりまして、そし

て今回、成田市に国家戦略特区が通りまして、そ

こで国際医療学園都市構想、懸案だった医学部を、

大変な大反対の嵐の中を、何とか今、それを進め

ようとしている、そういう大学です。うちのグル

ープは全国に 10 病院ほど関連病院と全部で 40 く

らいの医療介護福祉施設を持っています。いわゆ

る教育と医療介護、そうしたグループです。この

タイトルバック、ちょうど今、東京都内に二つ、

関連病院がありまして、一つは国際医療福祉大学

三田病院、それと赤坂に山王病院がございます。

もともと東京専売病院といって JT の病院だった

んですけれども、それを 2006 年に私ども吸収いた

しました。2012 年に新装オープンし、2011 年の 3

月 11 日以降に設計され、震災の教訓を生かして全

体は免震構造、屋上には大きく重たいガスタービ

ンを、3 日くらい停電が続いても大丈夫なものを

設置しました。 

今日のお話はこのような順番でいきたいと思い

ます。まず、国民会議と今回の法律である地域医

療介護総合確保法。これを押さえておかないと全

体の流れが見えてこないので、まずおさらいです。

二番目に岩手県の医療と介護の現状と将来。先ほ

どもちょっとお話が出ていましたけれども、今後

の減少する人口、そうした岩手県の実情。それか

ら、医療圏見直しです。岩手県は 9つの医療圏が

あるでしょう。これをどうにか再編していかなけ

れば、今後の広域で起こるいろいろな病院の再編

とか、そうしたことの前提となる医療圏見直し、

これをお話していきたいと思います。それから、

今日のテーマのところは連携から統合へという、

これから起こることはもう経営統合です。非常に

広域な経営統合を行っていくというのがトレンド

になると思います。そのモデルとして、この IHN、

Integrated Healthcare Network という、これは

今、国民会議の中でも議論されています。今回の

法案の中でも、例えば医療法人と社会福祉法人を

合併しやすくするとか、そうした法人間の問題と

か、そうしたことを一つ一つ積み上げていって、

そして経営主体の違う医療法人を広域にわたって

統合していくという、そういう問題です。そのモ

デルを国内外の IHN 事例を見ていきたいと思いま

す。それから最後に、これは、公立病院改革ガイ

ドライン。この中にも、再編ネットワーク、そう

いったことが盛り込まれているように、どこを見

ても再編、それから広域の地域における経営統合、

そうした方向へ進んでいる、そうしたことをお話

ししていきたいと思います。 

国民会議と今回の法案ですね。国民会議の議論

は2010年11月から始まって、そして去年の8月、

国民会議の議長の慶應の清家塾長から阿部首相に

手渡されました。このポイント、またあとからも

出てきますが、今日はいくつかに絞り込みたいと

思います。 

まず、この病床機能報告制度の早期導入。これ

はもともと、2018 年に入れるはずだったのです。

それを、もう待てないということで、これが法案

を通ったので、この 7月から皆さんの病院全部が

レセプトデータを吸い上げられて、医療報告制度

が実施されるということです。病床機能報告制度、

これを見ていきます。これは医療計画と非常に密

接な関係があります。これを一言で言ってしまう

と、これから各病院、病棟単位で、あとでお話し

ます 4つの病床機能区分でもって都道府県知事に

報告するということです。そして、都道府県はそ
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れを集めて、先ほどのレセプトデータも全部集め

て、現状と 2025 年に向けての医療のあり方、それ

を二次医療圏単位でもって、あるべき姿、それを

計画する、そしてそれを医療計画に反映する、と

いうことです。 

これで問題となってくるのは、どういう病床機

能区分でいくのか。学習院の遠藤先生が座長だっ

たのですが、これが全然まとまりません。これは

どうなってしまうのだろうか、という話もありま

したが、なんとかまとまりました部分はこういう

ことです。これからは 4つの区分、つまり、高度

急性期、急性期、回復期、慢性期。この機能区分

ごとに病棟ごとの報告を行うということでありま

す。この法案が通りましたから、この報告制度、

実際に報告するのは 10 月頃からですが、既にレセ

プトデータに関しても 4月頃から報告することに

なりました。社保審の医療部会で病床区分、つま

り 4つの病床区分ごとに必要量、これは要するに

必要病床数ですけれどもそれを決めていくという、

こういう厚労省懸案が出ましたら大反対で、こん

な 4病床機能区分ごとでがちがちに病床規制をや

られたらとんでもない、という話でした。それで

厚労省も困って、修正案を出してこういうことに

なりました。結局、二次医療圏単位で協議の場を

作ってください、その中の話し合いでもって病床

機能区分ごとの必要量に関して収斂させてくださ

い、ということでした。大体、このようなことは

上手くいくはずがないわけです。上手くいくこと

がないということを前提に、合意を無視して必要

量に照らして過剰な医療機能の病床を増やそうと

するとか、そういう場合には都道府県知事による

ペナルティーを与えるとか、言うことを聞かない

病院の名前を公表しますよとか、補助金の交付対

象から外しますよとか、こういうことをやりまし

た。これだけでは誰も言うことを聞かないので、

それで今回新たな基金 904 億円、これを使うこと

になったのです。基金総額、国が 1／3、地方が 1

／4 でもって 904 億円で、これを機能分化・連携

を進める医療機関に補助財源としてあげますよ、

それから、地域包括ケアシステムとか、在宅とか

そういうところにも配布しますよ、ということに

なりました。 

それで、これが全部で 19 本まとまって、地域医

療介護総合確保法案です。基金の創設、病床機能

報告制度とか、地域医療ビジョン、そういうこと

が盛り込まれました。これを審議している時、衆

議院でもってまずやったのですが、5月 14 日でし

た。衆議院厚生労働委員会で強行採決でしたがす

ごかったです。みんなが厚労委員会の委員長に詰

め寄って、こんな審議打ち切りとは何事だという

ことでしたが、数を頼りに押し切ってしまいまし

た。参院の方はこういうことはなくて、ちゃんと

附帯決議もつけて送り出したところです。たまた

ま 5月 13 日、大荒れに荒れた厚労委員会の前日で

すが、私は参考人招致で呼ばれて意見陳述したの

ですけれども。こんな参考人招致でもってしない

でも、もっと審議すれいいじゃないかと思うので

すが、これも厚労委員会の決まった日程というこ

となのでやってきました。 

ここからは、岩手県の医療と介護の現状と将来。

特に今日、強調したいのは医療圏見直しでありま

す。これも先ほどのお話でたぶん出てきたと思い

ますけれども、これから人口大激減、それから高

齢者大激増です。こないだ、たまたま高知県に行

ったら、高知県は 2040 年には 40 万人になってし

まうと言っていました。今、5、60 万人なのです

が、40 万人だと世田谷区よりも小さくなってしま

うんですね。どうなってしまうのか、すべて高知

市におそらく集まってしまうのでしょう。そんな

ような状況が全国で起こってくるというわけであ

ります。 

これも皆さん、もうご承知だと思いますけれど

も、9 つの岩手県の二次医療圏。もう盛岡医療圏

に一極集中です。完全に、岩手県の中の東京です。

その他はどうなっているのでしょう。それで繰り

返しになりますが、人口の 36％が盛岡に集まって

いるということですね。それから、とにかく盛岡

医療圏に集まっていて、全身麻酔の 6割が盛岡医
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療圏でやっています。そして医療機関、岩手医大、

県立中央、それから赤十字が集まっています。そ

れから人材。医者の 6割が盛岡に集中しています。

看護師さんも 6割が盛岡に集中しています。これ

ほど一極集中しているというのは、他の県と比べ

てみてもこの集中率はすごいです。しかし、人口

10 万人当たりの病床数は 5医療圏で、5つの医療

圏で全国平均を下回っています。一方で、高齢者

住宅の数はどの医療圏でも不足している、そうい

う実態が見えてくると思います。それから、今後

の医療需要・介護需要の将来予測ですけれども。

これから盛岡は、何とか医療・介護総需要は増え

るんですけれども、その他のところはみんな、需

要としては減っていきます。こういう図柄が見て

取れます。 

これ全体をまとめますと、とにかく岩手県は

2040 年に向けて人口激減、75 歳以上人口は激増と

いうことです。そして、岩手県の総医療需要、岩

手県全体では 4％の減少ですけれども、盛岡は

10％の増加ということです。それから、総介護需

要ですが、岩手県では、23％、全体では増加しま

すけれども、盛岡では 52％の増加。もうこれは、

まさに東京と同じです。東京がこれから全国の高

齢化の見本みたいな都市になります。もちろん医

療需要は伸びますけれども、それを上回って介護

需要が爆発的に増えるわけです。だからほとんど、

東京全体が老人ホームというそんな感じです。そ

ういうことが岩手でも、盛岡でも、というそうい

うことであります。これは分析データの出どころ

です。 

今日は特に、医療計画と医療圏見直し、これを

お話していきたいと思います。医療計画というの

は都道府県が作る医療提供体制の基本計画ですけ

れども、これは 5年に 1回、都道府県が作ります。

今回走っている医療計画は、2013 年から走ってお

ります。この間、国は何をしていたかと言うと、

ちょうど 2010 年の年末から各都道府県に、次の医

療計画はこうやって作ってください、という医療

計画の指針、ガイドラインを作成しておりました。

それを医療計画の見直し検討会、厚労省の医政局

の指導課が設けた検討会ですけれども。この中で

私が座長を務めさせていただいて、病院団体とか

各職能団体が集まりまして、どういうふうにして

次の医療計画、つまり、現在走っている医療計画

を策定したらいいか、その指針を作ったわけであ

ります。今回は、今走っている医療計画、これは、

これまでは 4疾患 5事業ありました。それに対し

て精神、5 疾患目に精神を加えると同時に、在宅

医療、それを 5 事業に併記させる。それから、3

月 11 日を契機に、災害医療の充実。これが大きな

柱でした。それともう一つ、今回、二次医療圏見

直しというのを入れたのです。1985 年に医療計画

ができてから、医療圏を見直せという指針を全く

出してなかったのです。これもちょっと変な話で

すが。30 年以上も経って、いろんな状況、交通網

だとか情報網だとかどんどん変わってくる中で医

療圏の見直しだけがなおざりになっていました。

改めて、医療圏とは何かと言いますと、三次医療

圏というのは、多くの県で大体 1圏、つまり 1県

1三次医療圏ですけれども、二次医療圏は現在 349

ありまして、岩手県の場合は 9つありますけれど

も。この二次医療圏が入院病床の整備の基本単位

になっています。それから同時に今回、地域医療

ビジョンを作る時の協議の場、これも二次医療圏

単位で作っているのです。この二次医療圏の設定

の仕方が、どう見てもおかしいじゃないかという

ことで、今回、こういう見直しをかけようとしま

した。人口が 20 万人未満の小さな小規模医療圏で、

そして患者流出率が 20％以上、流入率が 20％未満、

つまり、そこの一つの医療圏では自立できないよ

うな、完結できないような、そういう医療圏、そ

れを近くの医療圏に一緒に併合して医療圏を大き

くして見直しましょう、ということです。これが

岩手県の例です。全部で 9つの医療圏の中に人口

20 万人未満、この白いところは全部そうですが。

それから、流入 20％未満、流出 20％以上、これが

ピンクで囲ったところです。それを一緒にします

と、両方の条件を満たすところは、この真っ赤に
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なっているところです。これを見直してください、

ということで言ったのですけれども、けなげにも

見直したのは 3県しかなくて、宮城県と栃木県と

徳島県です。実は、考えてみたら、被災県だから

こそその時に見直しがあったのかもしれないです。

そういうわけでこの 3県だけでした。それから、

結構大きかったのは、医療圏に紐付いている病院

というのがありますね。地域医療支援とか、がん

拠点とか。それを持ってないところは一緒に併合

されて、地域の支援病院があるところと一緒にな

ってしまうとその医療圏では支援病院はいらなく

なってしまいますから。ですから、そういう整備

が遅れるとか、そういうようなことが理由に挙が

っています。ただ、実は二次医療圏見直しは各県

にアンケートをとってみると、国が言わなくても

自主的にやっていました。というのは、第 1期の

医療圏見直し、これは 1985 年に医療法で医療計画

がスタートした後、自主的に手直しをしたんです。

それから一番大きかったのは、平成の市町村大合

併の時。あの時は、3,300 の市町村が 1,700 にな

ってしまった。その時が一番いい機会だったので

す。その時に、医療圏見直しを同時にやったとこ

ろが多かったです。新潟県がいい例ですが、ちょ

うど市町村合併の時に、それ以前の 1987 年には

13 医療圏あったのが、なんと半分、半減していま

す。こういうふうにしたところもありました。さ

っきの地域医療ビジョンを作る時の協議の場とい

うのがありますが、これは二次医療圏単位なんで

すね。二次医療圏そのものが協議の場として適切

であるかどうか、これまた大問題です。今回、一

つは、次の医療計画に向けて二次医療圏見直しを

やるということと、それから、それを誘導するた

めの金目が必要だと思うのですが、新たな基金を

利用して、基金が欲しいのだったら隣同士くっつ

いたらどうか、とかそういうことを仕掛けたらい

いのではというふうに言っております。 

次は三番目に、地域連携と医療統合ということ

です。地域“統合”です。“連携”では限界があり

ます、完全に。ですから、もう経営統合ですね。

その統合モデルとしての IHN ということでありま

す。これは実は、国民会議の中でも既に議論が始

まったのです。医療法人制度・社会法人制度の見

直し。できるだけ、これまでの異なった法人を合

併しやすくする、そういった仕組みの導入です。

それから、さらにこういうことになります。国民

会議の中では、医療・介護サービスのネットワー

ク化、それから、再編・統合。そして、非営利性

や公共性の堅持を前提としつつホールディングカ

ンパニーを形成して、というここまで踏み込んで

いったわけであります。これの口火を切ったのが、

国民会議のメンバーの慶應の権丈先生ですけれど

も、これから医療は競争よりも協調を、というこ

とです。個々の経営体が競争する社会では、機能

の分化はおろか、仮に機能分化ができたとしても

連携は困難―診療報酬によって連携で利益誘導す

るのはもう限界だ、と。解決の方法は、権丈さん

が言うには、非営利性を厳正化して地域独占を許

容して、と、よく言ったと思いますが。そして、

いろんな経営主体などの異なった病院群が、例え

ばホールディングカンパニーにしたり、集まって

経営統合する。そうすれば、複数の病院がグルー

プ化して、病床や診療科の設定、医療機器の設置、

人事とか医療事務、共同購入とか、様々なことで

もメリットが出てくるじゃないですか。そうした

ことを目指したらどうか、ということであります。

それから、連携ネットワークから統合ネットワー

クへ、ということであります。小さな病院がたく

さんあって、そこに専門医療人材が分散化して、

医療機器を重複して、というもうそういう時代で

はないのではないかということです。それでこの

地域統合ネットワークということで、経営主体の

異なる医療機関を、あるいは介護福祉事業体を経

営統合した、そうした事業体を IHN というふうに

してはどうか、とかそういう議論があります。IHN

を簡単に言ってしまうと、大体 50～100km 圏内の

医療圏に急性期から回復リハ、それから慢性期、

そして診療所、介護施設、在宅・介護、それら全

部を包含するようなもので、売り上げが大体、
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1,000 億から 2,000 億規模くらいの、そうした経

営統合体を作る。そうすると、ようやく規模のメ

リットが出てきます。そして持続可能になる、そ

ういうことであります。現状は、先ほど言ったよ

うに、売り上げが 20 億とか 30 億とか、せいぜい

100 億程度のところがたくさんあるでしょう。そ

れを一挙にまとめてしまう、そういうことであり

ます。そうすれば、この中で例えば、IT に関して

だと一挙に、経営統合している中で、統一のメリ

ットがたくさん出ます。そうしたことが今回の法

案になると思います。それから、医療法人法の改

正。これも、新型医療法人、例えば国や自治体が

運営する公設病院や健保組合が運営する公的病院

などもグループに参加できるような地域経営統合

の道を開いてはどうか、ということになりました。 

では、統合モデルとして注目を集めている

Integrated Healthcare Network とはいったい何

か。これからは、うちの松山さんというキャノン

グローバルの方ですが、うちの特任教授で一緒に

仕事をしているんですけれども、松山さんからス

ライドを借りてきまして受け売りになってしまう

のですが、こういうことです。先ほどからの繰り

返しになりますが、広域の医療圏において急性期

から在宅まで、そして様々な、例えば、米国の場

合は保険会社も持っていたり、それから共同購入

会社とか IT 系のすべてを統合する、いわゆる病院

同士が水平統合したのではなくて、本当に垂直統

合したというそういう経営体を作る、というそう

いうことです。それで、非営利とは一体何なのか、

ということですが。要するに、全利益を地域にと

にかく地域に還元する、ということです。それか

ら、いろんな医療圏外からもいろんな追加財源と

か、そうしたものを呼び込むということも非常に

大きな戦略になってきます。ホールディングカン

パニーのもとに様々なこうした基幹病院を中心と

して、大体例えば 10 くらいの医療機関を集めて、

そしてそこに様々な子会社群を持ち寄っていく、

こんなイメージです。これはアメリカの例ですけ

れども。ここからは、具体的にどんな事例がある

か、国内外の IHN の事例を見ていきます。まず、

米国の IHN です。米国の病院というのは、有名な

Hospital Corporation of America みたいな、株

式会社立病院が全米の病院だと思っている方もい

らっしゃるかもしれませんが、決してそうではな

いです。実は、米国の病院のほとんど、9 割近く

が民間非営利の病院です。Community hospital と

かアメリカに留学した時に、ニュージャージーの

病院見学に行ったら、本当に、ボードには役員会

とかは地域の名士だとか、それから尼さん、牧師

等が加わっていろいろな意思決定を行っていて、

完全に民間非営利なのです。それに対して、日本

の方がもっと営利チックなのです。日本の医療法

人はアメリカのそうしたすべての利益を地元に還

元といったこととちょっと違います。そういうわ

けで、米国は実は、非常に民間非営利が優位な国

であるということが言えます。この IHN には、米

国でもって 90 年代に急速に普及した原因、実は米

国における、特に、80 年代後半から始まった医療

費抑制計画。84 年くらいに DRG が入ったりとか。

それからマネジドケアと言って、例の映画の

『SiCKO』みたいな世界が起こってきて、それに対

して病院群が自衛策として、こうした大きなグル

ープを形成したのです。それが原因です。マネジ

ドケアに対抗するための病院統合による規模拡大、

これが実は真相です。そういうわけで、90 年代か

ら IHN が全盛で、今、大体 9割くらいの病院が何

らかの形で IHN に属しているということになりま

す。それで、IHN モデルの成功の秘訣は、大規模

化するということによって、ネットワーク内の機

能分化と重複投資を防げるということですけれど

も、とにかく大規模化することによって新たな医

療技術の開発とか、それから医療人材の育成だと

か、そうしたことが起こってくる。そして、医療

と経営の分離を行って、そして徹底的に民間非営

利的手法によって地域統合を行っていくという、

それが希望だと思います。 

IHN モデルですが、これも松山先生から借りて

きましたけれども、全部で 6つのモデルがありま
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す。一つは、純民間型・1地域密着型の IHN。それ

から、自治体立の 1地域密着型。それから、医科

大学主導型、大学が主導するという、これもモデ

ルとしてはわりと普遍的ですね。このいくつかを

ご紹介します。逆に言うと、全国展開型。実はう

ちも、大学で医療機関といろんな介護施設を持っ

ていますと、全国に九州から関東まで全国展開し

ているのですが、これは効率よくないですね。だ

から、とにかく 200km 圏、100km 圏くらいにまと

めないと効率が悪いです。残念ながら、うちは IHN

モデルにあまりなじまないということです。今度、

成田に作ったら成田と東京圏にしてまとまるので

すけれども。いつも出てくるのが、バージニアの

ノースフォークにあるセンタラヘルスケア。これ

が引き合いに出されます。これはもともと急性期

病院、小児病院か何かの専門病院が中核になって

いて、次々と付近の病院を吸収合併していって、

そして診療所の先生方と契約を結んでやっていく

というモデルです。これがセンタラヘルスケアで

す。そして、このように理事会を形成しています。

そして、これは完全に民間ですから、自治体から

は完全に独立している、というそういうモデルで

す。それから自治体病院、これは中核として IHN。

これはフロリダのサラソタという地域のモデル、

こういうのもあります。この自治体が地域住民と

の間に、州立病院とか City Hospital とか自治体

立病院が中核となって IHN を形成するモデルです。

やはり、米国でも自治体立は不採算医療から逃げ

ることは許されないとか、それから固定資産税収

入でもって財源補填するルールとか、こうしたこ

とを使って行います。こういう自治体からの補填。

さっきのセンタラは全く自治体からの補助金はも

らってないモデルですが、こちらは自治体の補助

金をもらっているということです。このサラソタ

も規模は小さいですが、結構、いろんな意味でも

ってグローバルなことをやっています。それから、

医科大学主導型。これも米国では今、実はセンタ

ラも医科大学と提携しながらやっています。大学

病院はすごく重要で、医療人材の供給源であり、

新たな医療技術の開発源としても非常に重要です。

このピッツバーグの場合は、いろんな企業を周り

に誘致して、そして様々な新技術をここでもって

作っていくという、そういう innovative なことも

やっております。これも非営利のホールディング

カンパニーにおいて、医療サービスばかりではな

く、保険会社、多角化した子会社群、これをもっ

てここの中で様々な innovation をやるんですね。

これはピッツバーグの 200×260km 圏内、ここに医

療機関を集めて、それから企業群をここに集めて

やるということです。そうすると、様々な、ピッ

ツバーグとカーネギーメロン大学なども加わって

大規模化して、なんとピッツバーグの UPMC だけで

も 1地域で 1兆円という、すごいですね。東京大

学などこの程度です。中小企業だということが見

て取れます。米国以外の IHN。これはオーストラ

リアとカナダについてご紹介しますと。オースト

ラリアの場合、医療公営企業が IHN を形成してい

る例とか、カナダの British Columbia ですね、医

療公営企業が IHN を形成するという、そうした例

があります。 

日本に IHN モデルが実はあります。一つの例が

長野厚生連です。長野県は縦が 200km、横が 100km

くらいで、ちょうどこの中に JA さん、長野厚生連

病院が、長野 JA 病院が全部で十幾つあるんですね。

それからあと、診療所とか、いろんな老健とかで

もって、これに大学が加わってビッタシなんです

ね。でもこれ、若月さんがいた頃は農村大学を作

ろうという意欲に燃えていたんですが。あれがで

きていたら、日本の中の唯一の、大学を含んだ IHN

モデルになってました。これは佐久医療センター

です。これは旧佐久病院を急性期群だけをごっそ

りと抜きだして臼田のインターに持ってきて 450

床でやったんです。元の本院の方は、それは地域

包括ケアでやっていて、これを見てきました。こ

れだけ規模がでかくなってくると、大体、補助金

抜きでも経常的に黒字ということです。それから

もう一つの例。これは聖隷事業団です。ここも全

部でもって 6つの病院と、クリニックとかいろい
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ろな老人ホームとかをもっています。ここも似た

ような感じです。こうやってグループ化して、規

模が大きくなることによって様々なことができる

ということです。これも、福祉事業込みでも補助

金抜きでも黒字達成ということです。 

これから話題は変わって、「公立病院経営改革ガ

イドライン」、これを見ていきます。この中にも実

は再編ネットワーク化、これが組み込まれており

ます。これも、皆さんご承知のように、自治体が

設置者である公立病院の財務データを見てみます

と、すごいですね。全国の自治体病院の累積欠損

金 2兆という莫大な額ですね。このガイドライン、

平成 19 年から出ましたけれども、その中の大きな

柱は経営形態の見直し。例えば、地方独歩にしよ

うとか、あるいは地方公営企業法全部適用とか、

それから指定管理者制度、それから場合によって

は民間に委譲しましょう、とそうしたことです。

それとあともう一つは、二次医療圏単位の中での

経営主体の統合を推進。これからのいくつかの病

院のサバイバルの選択肢。これは公立病院に関し

ては、やはり一つの solution としては IHN モデル

ではないでしょうか。これはみんながみんなとい

うとこなんですね。これも、公立病院、自治体病

院ばかりではなくてその他の公的な病院、済生会

とか日赤だとか、そういったところがある地域の

中でもって、非常に密集しているところがありま

すが、例えば舞鶴とか横須賀とか、そういうとこ

ろを地域で経営主体の違ったところでもって、こ

うした統合の道を選ぶべきではないか、というこ

とです。この原因は、とにかく同一医療圏内で経

営主体の異なっている公立、公的病院がたくさん

あって、重複投資をやっている。そして患者の奪

い合いをやっているということに原因があると思

います。ですから、地域単位でのガバナンスをど

うやって形成するか、これが大きな課題になると

いうことです。それで、繰り返しになりますが、

連携ではなくて経営統合ということです。これは

公立病院改革プランの 3つの柱ということで、経

営効率化、それから再編・ネットワーク化、そし

て経営形態の見直し、ということが掲げられまし

た。これが一段落したので、次の公立病院改革ガ

イドラインはまだ出てないのではないでしょうか。

その辺が気になりますけれども。経営の効率化に

関しては、病床利用率が過去 3年連続して 70％未

満の病院は病床数等を抜本的見直しとか、あるい

は診療所化してはどうかという、そうしたことに

なりました。それから、再編・ネットワーク化。

そうした二次医療圏単位での経営統合を、という

ことです。このようなモデルも出されました。そ

して、経営形態の見直し、公営企業法の全部適用

とか、独法、それから指定管理者等を考えたらど

うか。それから、診療所化を視野に入れたらどう

か、とかをやりました。これが公立病院事業の主

な経営形態ですけれども、全部適用、それから地

方独法、指定管理者。それから後、民間移譲とそ

ういう選択肢を与えましょう、ということです。 

ここからは公立病院の再編事例、これを見てい

きます。これは富山県の氷見市の例です。大学が

指定管理者になった例です。金沢医科大学を指定

管理者として、公設民営で氷見市民病院の指定管

理者になったという、こういうモデルです。こう

いう形も、今後考えていく必要があるのではない

でしょうか。やはり大学というのは、さっきの IHN

の中でも米国の例で見ても、大学、つまり医療人

材を育成する機関、それから様々な医療技術の開

発とかも含めて、こうした大学、あるいは看護大

学も必要です。それらがグループに加わるという

ことは、非常に、グループ全体の経営効率を高め

ます。それからいろんなイノベーションができる

とか、そうしたことにもなります。この氷見市民

病院は改革前夜、もう医業損益がすごかったです。

患者離れがひどくて、そしてそこに金沢医科大学

が指定管理者としてこれを付属病院化したという

ことです。それによってピンチを回避したのです。

そして、平成 23 年 9月に新病院が建築移転、ここ

もそんなに高い建築費用を使わないで、50 億円く

らいで新築移転したんです。こういう賢明な選択

も行っているということです。これは一例ですけ
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れども、こうしたことを今後、大きく人口が変わ

っていく岩手県においても、一つの考え方として

選ぶということも大事ではないでしょうか。 

今日のお話は、手元に“2025 年へのロードマッ

プ”という、ここにいくつか内容をカバーしてお

ります。まとめと提言ですが、岩手県はこれから

人口激減・高齢者激増時代ですけれども、今日お

話ししたように、地域再編をやる時に、その地域

再編の場、二次医療圏があまりにも不適切です。

岩手県においてはまさにそれなので、是非とも県

の方に医療計画、次期医療計画に向けて二次医療

圏再編を行ってください、ということです。これ

は是非、要望したいです。これがない限り、二次

医療圏の中の話ばかりしても、不適切な二次医療

圏でもって話をしてもろくなことがないです。そ

ういうわけで、広域で地域医療再編の道を模索す

るべきだと思います。それから、岩手県の場合、

もっと県域を越えた、さらに広域な医療圏を目指

すべきでしょう。そうしたことを是非とも、模索

してはどうでしょうか。それから、非営利性を厳

格に担保した、つまり非営利性というのは、繰り

返しになりますけれども、地域にすべての利益を

還元する、というそうしたことを担保した地域統

合モデルの IHN、これに注目が集まっているとい

うことです。やはり、大学や自治体病院、その他

の公的な病院を中核とした IHN モデル、これを模

索する道、これが是非とも考えていってはどうか

ということをご提案したいと思います。 

どうもご清聴ありがとうございました。 

岩動 

何かご質問ありましたらお願いをいたします。 

佐藤 

三陸の宮古病院の佐藤でございます。今の二次

医療圏について、いつも私は思っているんですが、

確かに人口も少ないのでとなると、例えば単純に、

宮古地区は釜石と一緒になって大きくする、広く

するという形だけでいいのかなということ、そこ

が疑問ですが。 

 

武藤 

そこは、いろんな二次医療圏の再編の時に、非

常に単純に 20 万人以下、流入してやっているんで

すけれども、今後いろんな場所でデータベース使

ったり DPC データ使ったりとか、様々なデータに

よって患者のフローがわかるでしょう。それから、

医療機能も明確になってきますから、そうしたデ

ータに基づいてもう一回考えていただくというこ

とです。 

もう一つは、例えば都市部みたいにいろんな病

院があってそれぞれが違って、ということですが

こちらは病院が全然ないんですよね。だから、そ

れもあるのでやはり、その地域の特性それぞれに

よって対応は変わっていくということで、よろし

いでしょうか。 

その次に考えるのが患者さんの移動距離とか道

路交通網とか、様々な要因がありますから。実は、

東京がまさにそれが今、問題になってしまってい

て。東京こそ二次医療圏が 13 もあるんですが、あ

の中では誰も話ができるなど思っていません。

様々な交通機関だとか越境組もたくさんいるでし

ょう。だから、その辺は圏内にこだわらないで現

状を踏まえて、次の人口減少の行く末を見据えな

がら新たな医療計画を作るということです。 

小川 

昨年、私はピッツバーグに行ってまいりまして、

University of Pittsburgh Medical Center を見

てきたんですけれども、その中で例えば、先生の

おっしゃっている IHN ですが。私は学生教育をや

るのに急性期も必要だし、それから慢性期も必要

だし、在宅もちゃんと見させなければならないと

いう考えで、先生のお話の横の連携じゃなくて縦

の垂直統合は非常に大事なものだと思うんですけ

れども。学校法人として大学病院がそういうこと

をできるかということを、厚生労働省の役人と文

部科学省の役人に言ってきたんですが、だめだと

言うのです。 
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武藤 

特定機能病院単体でやるのは難しいかもしれま

せん。例えば、特定機能病院で在宅も作って、そ

れをやるとかはなかなか難しいのではないかと思

います。ただ、こうした様々な、別々の経営主体、

事業体を統合していくということはできるのでは

ないでしょうか。 

小川 

その統合の形態はどういうふうになるんでしょ

うか。 

武藤 

それが先ほど言った、今、議論されている非営

利を厳格に担保したホールディング会社という傘

のもとに、大学をはじめとして様々な病院、医療、

介護、福祉施設群、それから IT 企業とか、医薬品・

医療材料の共同購入の会社とか、そうした子会社

群を併合する。それから、場合によっては企業を

誘致してくるとか、そういうことです 

岩動 

地域医療ビジョンとそれを実践するための新た

な財政支援制度 904 億、岩手県で大体 18 億ぐらい

を見込んでいるようですけれども。今までは診療

報酬によって医療の政策誘導をしてたと。それが

まず、あまりうまくいかない部分があったと。し

たがって、基金を別に作って、それでもってまた

新たな医療の政策を考えようということだと思い

ますけれども。さらにはもう一つ、私は岩手県の

医療審議会の計画部会ですけれども、いろいろな

検討の中にいるわけですけれども、やはり地域か

ら医療圏の問題、9 つあるわけですけれども、そ

れがやはりなかなか思い通りにいかないというこ

とで、今お話を聞いて、今後どのようにして議論

を進めていったらいいかなということをいろいろ

考えを巡らせているんですけれども。具体的に、

どのようにすればよろしいか。医療圏が盛岡に集

中する部分も確かに、病院の患者さんの動向を見

ますと、ほとんどが盛岡です。しかし、地域の住

民の方々は自分たちの地域にある病院はそのまま

確保したいと。しかし、実際にみてもらうのは盛

岡にしたいという、いろんな考えがあるようであ

りまして、一言ではなかなか思い通りにはいかな

いということが一つあります。 

武藤 

まず、それを考えるのが二次医療圏内の単位で設

置する一つの協議の場。これは住民も参加します

から、まさにそこですが。その場としての二次医

療圏があまりにも、特に岩手県の場合、適切では

ないじゃないかということがあります。ですから、

医療圏見直しから始めないと、適正な地域医療ビ

ジョンの形成にはつながらないじゃないか、と心

配しているわけです。 

岩動 

結局、これからいろんな、岩手県で言うと 18 億、

19 億の使い道を、まだ決まったわけではないです

けれども。 

武藤 

今ちょうど、議論しているいい時期なので。 

岩動 

協議の場というのは、まず医療計画を立てるた

めということ、あるいは病床機能の報告制度が始

まってからということだと思いますけれども。 

武藤 

もう報告制度は 4 月からスタートしてますから、

その中でデータを集めてそれを協議する場を二次

医療圏単位で設置しましょうという話ですから、

その前にもう 1回、二次医療圏は本当に適切なの

か、という議論をしてはどうかというそういう話

です。 

岩動 

協議の場というのは、県全体でも作れるし、二

次医療圏でも作れるということでしょうか。 

武藤 

もちろん、そうです。 

伊藤 

沿岸の大船渡病院の伊藤と申します。実際に、

機能分化と連携を進めるための基金というのはど

ういうところに使われる、使えるお金なのでしょ

うか。 
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武藤 

まず医療機能分化を促進するため、あと地域包

括ケアを促進するため、それから在宅とか、それ

から何よりも、先ほど言った病床機能区分による

機能分化を促進するためというその後押しに使う

ということです。ですから、今までの再生基金と

全然違うのは、再生基金は病院の中、一病院の施

設整備などをやっていますが、あれは全然だめで

す。地域全体で考えていただかなければなりませ

ん。ですから、医師会も巻き込み、もちろん病院

もそうですし、様々な地域のステークホルダーを

総動員してプランを練り上げていかないと無理で

す。 

伊藤 

例えば、ICT を使ってというようなことでもい

いのでしょうか。 

武藤 

もちろん、そうです。 

伊藤 

それから、二次医療圏のことですけれども。例

えば、うちの気仙地域、二次医療圏では結局、入

院の完結率は 70％くらいです。25％はすでに盛岡

です。そうすると、例えば二次医療圏を再構築す

るとなってきた場合に、先ほど隣同士がくっつく

という感覚ではないとは思うんですけれども、そ

の辺のところは、例えば患者の流出を考えた場合

にはどうでしょうか。 

武藤 

問題は、移動距離だとかいろんな交通網だとか

を勘案しながら新しい形を作っていくということ

ですね。 

伊藤  

特に沿岸部は釜石を除いて 20％以上、たぶん流

出しているような状況なので、そのほとんどが盛

岡に向かっているという状況です。 

武藤 

そうですね。先ほど言ったこの状態ですね。 

伊藤 

厚労省が言っている地域完結型医療ということ

を考えた場合には、なかなか隣同士結びついても

難しいじゃないかという現実があると私は思うの

ですが、その辺のところはいかがでしょうか。 

武藤 

まさにそうしたことをデータに基づいてこれか

ら議論していくということでしょう。この先には、

何のためにこれをやるかというと、地域の再編、

あるいは統合を目指すために医療圏見直しを行う

ということです。 

岩動 

現在、新たな財政支援のアイデアは、岩手県全

体で 100 弱のアイデアが出ております。それは、

病床区分の問題と、それから在宅医療、それから

医療の人材確保、この 3分野にわたって 97，8の

アイデアが出ていますけれども、それをどのよう

に分配するかというのはまだ決まってないようで

あります。 

武藤 

ただ、この新たな基金は消費税財源を導入して

るんですけれども、毎年続き、今年単年という話

ではないですから。来年度から本格化する議論で

すから、今年は無理ですね。来年に向けてのいろ

いろな政策を皆さん方で考えていくということで

しょう。 

佐藤 

今日は、お二人の先生からご講演いただきまし

たけれども、一つは人口減という現実、この話は

トーマツさんから、非常に現実だと思いましたし、

続いて武藤先生からのお話は連携から統合とか、

もっと別な考え方でやらないと立ちゆかないんだ

ということでしたので、非常に両方の話とも示唆

に富んだ良い話だったと思います。 

今日のことを参考に、地域の病院でなんとかや

っておりますけれども、持ち帰って、機能評価と

いうのがあるので、その辺りも少し入れてアピー

ルしようかなと思っております。 

今日は、どうもありがとうございました。 


